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Ⅰ　つがる市財務書類４表について

Ⅰ－１　　作成の経緯

平成１８年６月に成立した「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関
する法律」（行革推進法）を契機に、地方の資産・債務改革の一環として「新地方公会計
制度の整備」が位置付けられました。

これにより、「新地方公会計制度研究会報告書（平成１８年５月総務省）」で示された
「基準モデル」又は「総務省方式改訂モデル」を活用して、地方公共団体単位及び関連団
体等も含む連結ベースでの４つの財務書類を平成２１年度までに整備することが義務づけ
られたものです。

　 このような状況から、つがる市においても平成２０年度決算から連結財務書類４表を
作成したものですが、ここでは平成２３年度決算に基づく普通会計財務書類４表について
の概要をまとめています。

Ⅰ－２　　作成の基準

貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書の財務書類４表は
「新地方公会計制度実務研究会報告」の「総務省方式改訂モデル」に基づき作成しています。

◆対象会計
　  普通会計

◆対象年度
　　平成２３年度を対象年度とし、平成２４年３月３１日を作成基準日としています。
　　なお、出納整理期間における収支については、基準日までに終了したものとして
　処理しています。

◆作成基礎データ
　　昭和４４年度以降の決算統計の数値を基礎として作成しています。

◆有形固定資産
　　有形固定資産は取得原価により計上しています。
　　昭和４４年度以降の決算統計の普通建設事業（補助金、負担金として支出した金額
　を除く。）を集計し、減価償却計算（用地取得費は除く）した後の金額を計上してい
　います。
　　普通建設事業のうち、つがる市以外の団体に補助金又は負担金として支出した金額
　については、つがる市が所有する資産ではないため、有形固定資産として計上してい
　　ません。

財務書類４表とは 

貸借対照表 行政コスト計算書 純資産変動計算書 資金収支計算書 
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◆減価償却
　　土地以外の有形固定資産については、「新地方公会計制度実務研究会報告書（平成
　１９年１０月総務省）」に定められた耐用年数により、残存価格ゼロの定額法で減価
　償却を行っています。

（耐用年数表）

農業農村整備 20 　区画整理 40
庁舎等 50 海岸保全 30 　公園 40
その他 25 その他 25 　その他 25

25 住宅 40
保育所 30 空港 25
その他 25 道路 48 その他 25

25 橋りょう 60
25 河川 49 庁舎 50

砂防 50 その他 10
造林 25 海岸保全 30 50
林道 48 港湾 49 25
治山 30 都市計画
砂防 50 　街路 48
漁港 50 　都市下水路 20

◆売却可能資産
　　平成２３年度売却可能資産は、次の方法により算出しています。

　①固定資産台帳の土地データから市名義の土地を抽出
　②地目が宅地、雑種地で地積が100㎡以上の土地を抽出
　③一筆ごとに財産確認を行い、売却可能資産を特定
　④価格の算出
    (1)路線価評価を行っている区域　→　路線価単価÷0.7×地積
    (2)路線価評価を行っていない区域　→　近隣の同一地目単価÷0.7×地積

耐用
年数

総務費

民生費

決算統計上の区分
耐用
年数

決算統計上の区分
耐用
年数

労働費
農林水産費

商工費
土木費

決算統計上の区分

消防費

教育費
その他

衛生費
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Ⅱ　貸借対照表（バランスシート）

Ⅱ－１　　貸借対照表とは

　 地方公共団体の決算書は、１年間にどのような収入があり、何にいくら使ったのかを明らか
にするものですが、現在どれだけの資産があり、どれだけの負債があるのかがわかりにくいも
のとなっています。

　　
そこで、貸借対照表を作成し、これまでに取得した土地や建物などの資産の状況と、その資

産を形成するための財源がどのように調達されたのかを明らかにします。

この貸借対照表では、左側（借方）につがる市が保有している土地・建物・預金などの「資
産」を示し、右側（貸方）にその資産を形成したために、将来の世代が負担し今後支払いが必
要となるもの「負債」と、これまでの世代が負担し今後支払いの必要がないもの「純資産」が
いくらあるのかが示されます。

資　　　　産

（支払い不要）
これまでの世代が負担

負　　　　債

（土地・建物・預金など）

将来の世代が負担
（今後、支払いが必要）

【資金の使途】
（資金を何に使ったのか）

【資金の源泉】
（資金をどこから調達したのか）

貸　　　　　　方借　　　　　　　　方

純　 資　 産
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Ⅱ－２　　貸借対照表の概要

Ⅱ－２－１　総括

　平成２３年度末のつがる市の「資産」は、８４３億２，８４３万円です。
　この「資産」を形成するための財源は、国・県の補助金やこれまでの世代が負担した「純
資産」４２８億１，７６５万円と、将来世代の負担である「負債」４１５億１，０７８万円
となっています。

平成２４年３月３１日住民基本台帳人口　３６，４８６人

市民１人あたり 市民１人あたり

〔資産の部〕 〔負債の部〕

　１　公共資産 77,065,506 2,112 　１　固定負債 38,141,378 1,045

　(1) 有形固定資産 76,927,863 2,108 　(1) 地方債 31,865,833 873

　(2) 売却可能資産 137,643 4 　(2) 長期未払金 260,167 7

　(3) 退職手当引当金 6,015,378 165

　２　投資等 4,730,318 131

　(1) 投資及び出資金 193,938 6 　２　流動負債 3,369,400 92

　(2) 貸付金 0 0 　(1) 翌年度償還予定地方債 3,044,980 83

　(3) 基金等 4,302,841 118 　(2) 短期借入金 0 0

　(4) 長期延滞債権 348,359 10 　(3) 未払金 64,356 2

　(5) 回収不能見込額 △ 114,820 △ 3 　(4) 翌年度支払予定退職手当 0 0

　(5) 賞与引当金 260,064 7

　３　流動資産 2,532,608 68

　(1) 現金預金 2,468,132 67 負　　債　　合　　計 41,510,778 1,137

　(2) 未収金 64,476 1 〔純資産の部〕

23,432,985 642

36,748,252 1,007

　３　その他一般財源等 △ 17,363,583 △ 475

　４　資産評価差額 0 0

純  資  産  合  計 42,817,654 1,174

資　　産　　合　　計 84,328,432 2,311 負 債 ・ 純 資 産 合 計 84,328,432 2,311

Ⅱ－２－２　資産

１　公共資産

　資産のうち「公共資産」は、有形固定資産と売却可
能資産で構成されており、７７０億６，５５１万円と
「総資産」の９１．４％を占めています。 1 公共資産

2 投資等
3 流動資産

借方 貸方
資　　産

負　　債

貸　　借　　対　　照　　表

（単位：千円）
借　　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　　方

純資産

　１  公共資産等整備国県補助金等

　２  公共資産等整備一般財源等

（平成2４年３月３１日）
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　(1)  有形固定資産

　道路や公園、学校、保育所などの土地や建物などの有形固定資産が７６９億２，７８６万円
で「総資産」の９１．２％を占めています。

　主な内訳は、道路や公園、公営住宅などのインフラ整備に２４５億６，８７２万円（構成比
 ３１．９％）、学校や社会・体育施設などの教育文化施設の整備に２４４億３，９５５万円
（構成比３１．８％）農地や農林道、農業施設などの整備に１４８億５，５６８万円（構成比
１９．３％）となっています。

　　 　２３年度の主な資産取得として向陽小学校改築、コミュニティ消防センターの建設及び道路
整備等により前年度に比べて１億５，１００円増加しました。

　(2)  売却可能資産

　公共資産のうち、旧筒木坂小学校用地など、現在行政目的のために使用されていない売却可
能資産は、１億３，７６４万円となっています。

２　投資等

　　資産のうち「投資等」は、公営企業や公社等への
  「出資金」や「貸付金」、基金、回収期限から１年
　以上回収できない長期延滞債権など合わせて４７億 1 公共資産
　３，０３２万円となっています。 2 投資等

3 流動資産

　(1)  投資及び出資金

つがる市土地開発公社やつがる市農業開発公社のほか、ふるさと市町村圏基金等に対す
　　る投資及び出資金から投資損失引当金を差し引いた額が１億９，３９４万円となっています。

　(2)  貸付金

２３年度において貸付し、年度末で残高があるものはありません。

　(3)  基金等
　　

合併振興基金、市民特別検診事業基金等のその他特定目的基金が３７億４，１９１万円、土地
　　開発基金が２，６３６万円、奨学資金貸付基金等のその他定額運用基金が１，２２７万円退職手
　　当組合積立金５億２，２３０万円の合わせて４３億２８４万円となっています。

　(4)  長期延滞債権

市税や住宅使用料、保育料で納期限から１年以上納付されていない債権が３億４，８３６万円
　　 となっています。

　(5)  回収不能見込額

過去の回収不能実績から、長期延滞債権のうち１億１，４８２万円を回収不能見込額として
　　 計上しています。

資　　産
負　　債

純資産

貸方借方
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３　流動資産

　　資産のうち「流動資産」は、財政調整や減債のため
　の基金のほか、現金預金、市税等の未収金で構成され
　ており、合わせて２５億３，２６１万円となっています。 1 公共資産

2 投資等
3 流動資産

　(1)  現金預金

　財政調整基金が９億８，６４９万円、減債基金が１０億２，３７３万円、歳計現金が
４億５，３９１万円あり、現金預金の合計は２４億６，８１３万円となっています。

　(2)  未収金

　２３年度の歳入として調定していた地方税のうち８，２０７万円と、保育料や住宅使用料
など１，６０３万円が未収金となっています。
　このうち、過去の回収不能実績から、３，３６２万円を回収不能見込額として計上してい
ます。

Ⅱ－２－３　負債

１　固定負債

　　負債のうち「固定負債」は、２５年度（翌々年度）
　以降に支払いや返済が行われる地方債、長期未払金や
　退職手当引当金の合計３８１億４，１３８万円となっ 1 固定負債
　ています。 2 流動負債

　(1)  地方債

地方債のうち、翌々年度以降に償還されるものが３１８億６，５８３万円あり、負債総額
　　の７６．８　％を占めています。

なお、地方債は、２３年度に３６億１，７２０万円発行し、３３億６，５８１万円償還した
　　結果、残高は２億５，１３９万円増加しました。

　(2)  長期未払金

物件の購入等（リース取引等）や損失補償に伴う長期未払金が合わせて２億６，０１７万円
　　となっています。

　(3)  基金等退職手当引当金
　　

退職手当引当金は、特別職を含む普通会計の全職員が年度末に全員退職したと仮定した
　　場合に必要と見込まれる退職手当支給額で６０億１，５３８万円となっています。

借方 貸方

資　　産

負　　債

資　　産
負　　債

純資産

借方 貸方

純資産
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２　流動負債

　　負債のうち「流動負債」は、１年以内に支払いや
　返済が行われる地方債、未払金、賞与引当金など合
　わせて３３億６，９４０万円となっています。 1 固定負債

2 流動負債

　(1)  翌年度償還予定地方債

地方債のうち、翌年度の償還予定額は３０億４，４９８万円となっています。

収支不足は発生していないので該当ありません。

　(3)  未払金
　　

物件の購入等（リース取引等）や損失補償に伴う翌年度支払予定額が、合わせて６，４３６
　　万円となっています。

　(4)  翌年度支払予定退職手当
　　

退職手当組合に加入しているため計上額はありません。

　(5)  賞与引当金

賞与引当金は、翌年度の６月に支給される賞与のうち、２３年度負担相当額で２億６，００６
　　 万円となっています。

Ⅱ－２－４　純資産

１　公共資産等整備国県補助金等

　　住民サービスの提供に必要な資産整備などの
  財源として国・県から受けた補助金で２３４億 １　公共資産等整備国県補助金等

　３，２９９万円となっています。
２　公共資産等整備一般財源等

２　公共資産等整備一般財源等
３　その他一般財源等

　　住民サービスの提供に必要な資産整備などの
　財源のうち、上記の国・県補助金と建設地方債 ４　資産評価差額

  を除いたもので３６７億４，８２５万円となって
　います。

負　　債
純資産

借方

　(2)  短期借入金（翌年度繰上充用金）

資　　産

貸方

貸方

借方
負　　債

純資産

資　　　産
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３　その他一般財源等

「資産合計－負債合計－その他一般財源等以外の純資産合計」でマイナス１７３億
 　６，３５８万円となっています。
 　　これは、翌年度以降の負担額のうち、１７３億６，３５８万円については、既に使途
　 が拘束されているといえます。
　 　具体的には、退職手当引当金や赤字地方債（臨時財政対策債等）など資産形成につな
 　がらない負債に対して、それらの支出に対する備えが蓄えられていないことを表してい
   ます。
　　 このような状況が発生するのは、資産形成を伴わない負債が存在し、その支払いに対
　 する積み立てがなされていないためです。
 　　ただし、つがる市が例外的なわけではなく、多くの団体が多かれ少なかれその他一般
 　財源はマイナスになるものと考えられます。特に、臨時財政対策債等の赤字地方債は、
   地方交付税の代替措置として発行が認められたものであり、償還財源は将来の地方交付
　 税で賄うことが見込まれています。

４　資産評価差額

   　売却可能資産に係る取得価格の把握が困難なため、新地方公会計制度実務研究会報告に
　　基づき、売却可能価格を取得価格と見なしたことから、資産評価差額はありません。

Ⅱ－２－５　注記

１　他団体及び民間への支出金により形成された資産

　  他団体及び民間への支出金により形成された資産は、総額１９億７，６０６万円あり、
  このうち１億８，５９１万円が一般財源等により充当されています。

２　交付税措置地方債の金額

    地方債残高３４９億１，０８１万円のうち、１７６億６，３６６万円については、将来
　の地方交付税の算定基礎額に算入されることが見込まれています。

３　普通会計の将来負担に関する情報

 　 普通会計の将来負担額５０９億９，６２３万円に対して基金等将来負担軽減資産が
　３０５億６，７６４万円あり、差引き２０４億２，８５９万円が実質的な将来負担額
  となっています。

４　土地及び減価償却累計額

　  有形固定資産７６９億２，７８６万円のうち、土地が７７億４，４４４万円あり、償却
　資産は６９１億８，３４２万円となります。
　  減価償却累計額は６２２億８，５００万円あり、償却資産の取得価格は１，３１４億
　６，８４２万円に対して４７．４％の減価償却が進んでいることになります。
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Ⅱ－３　　貸借対照表を用いた財務分析

Ⅱ－３－１　社会資本形成の世代間負担比率

社会資本の整備結果を示す公共資産を、これまでの世代と将来世代でどれだけ負担するの
かを示す比率です。
　　つがる市ではこれまでの世代の負担が５０．８％、将来世代の負担が４９．２％となって
います。

Ⅱ－３－２　歳入額対資産比率

歳入総額に対する資産の比率は、現在の資産が形成されるために何年分の歳入が充当さ
れているのかを示す比率で、年数が多いほど社会資本の整備が進んでいると考えられます。
　 平均的な値は３～７年といわれており、つがる市は約３．５年の歳入に相当する資産を
保有していることになります。

A

B

B/A

Ⅱ－３－３　市民１人あたりの貸借対照表（バランスシート）

バランスシートを市民１人あたりに換算すると、資産は231万円、うち有形固定資産
が２１１万円、流動資産が７万円となっています。

これに対して、負債は１１４万円、純資産は１１７万円となっています。

公共資産合計　（A)

８４３億２，８４３万円

これまでの世代が負担（Ｂ）

【５０．８％】

将来世代が負担

【４９．２％】

純資産合計　４２８億１，７６５万円 （A)-(B）

（単位：百万円）

項　　　　　　　　目 平成２３年度 平成２２年度

24,860 24,240

84,328 83,462

3.39年

資 産 合 計

歳 入 額 対 資 産 比 率 3.44年

歳 入 合 計
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Ⅱ－３－４　有形固定資産の行政目的別割合

有形固定資産の行政目的別割合を見ることにより、行政分野ごとの公共資産形成の比重を
把握することができます。

これを見ると、生活インフラ・国土保全が３１．９％と大きな比重を占めており、次いで　　　　
教育が３０．７％、産業振興が２０．０％の順になっています。

構成比

31.9%

31.8%

5.2%

3.8%

19.3%

2.4%

5.6%

100.0%

Ⅱ－３－５　資産老朽化比率

有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価格に対する減価償却累計額の割合を見
ることにより、耐用年数に比して償却資産の取得からどの程度経過しているのかが把握でき
ます。
　 平均的な値は、３５～５０％の間の比率といわれており、つがる市の資産老朽化率は
４７．４％となっています。

A

B

C

46.1%

平成２２年度

62,285 58,998

土 地

（単位：百万円）

76,928 76,777

7,744 7,718

資 産 老 朽 化 率 A/(B-C+A)

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

有形固定資産合計 76,927,863

平成２３年度

47.4%

（単位：千円、％）

項　　　　　　　　目

⑥消防 1,819,037

⑦総務

③福祉 4,022,248

4,284,191

④環境衛生 2,938,434

⑤産業振興 14,855,679

目　　　　　　的 資産額

①生活インフラ・国土保全 24,568,723

②教育 24,439,551

①生活インフ

ラ・国土保全, 

31.9% 

②教育, 31.8% ③福祉, 5.2% 

④環境衛生, 

3.8% 

⑤産業振興, 

19.3% 

⑥消防, 2.4% 
⑦総務, 5.6% 
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Ⅲ　行政コスト計算書

Ⅲ－１　　行政コスト計算書とは

行政コスト計算書は、１年間の行政活動のうち福祉活動やごみの収集のように「資産の
形成につながらない行政サービスに要する経費（経常行政コスト）」と「その行政サービ
スの対価として得られた財源（経常収益）」を対比させた財務書類です。
　　

Ⅲ－２　　行政コスト計算書の概要

Ⅲ－２－１　総括

平成２３年度中の「経常行政コスト」は非現金支出を含め１９４億７，８３８万円、こ
れに対して、「経常収益」は５億８，７４０万円で、差し引き「純経常行政コスト」は
１８８億９，０９８万円となっています。

平成２４年３月３１日住民基本台帳人口　36,486人

経　常　行　政　コ　ス　ト　　　　　　　　ａ 100.0%

１．人にかかるコスト 23.5%
　  (1)人件費 20.1%
　　(2)退職手当引当金繰入 2.0%
　　(3)賞与引当金繰入額 1.3%

２．物にかかるコスト 31.9%
　  (1)物件費 12.3%
　  (2)維持補修費 2.7%
　　(3)減価償却費 16.9%

３．移転支出的なコスト 41.4%
　  (1)社会保障給付 19.0%
　　(2)補助金等 7.7%
　　(3)他会計への支出額 13.6%
　　(4)他団体への公共資産整備補助金等 1.1%

４．その他のコスト 3.2%
　  (1)支払利息 2.7%
　  (2)回収不能見込計上額 0.5%
　  (3)その他の行政コスト 0.0%

経　　常　　収　　益　　　 　ｄ 3.0%

１ 使用料・手数料 　　 　　　ｂ 2.2%
２ 分担金・負担金・寄附金    ｃ 0.8%

（差引）純経常行政コスト ａ－ｄ 97.0%

88,432
0

15

11
4

587,401

422,991
164,410

0

3,705,101

3,287,361

518

41
73
6

17

15
2

532,544

18,890,981

125

107
12
6

2,399,878

1,494,156

620,976

101

8,073,600

14
91

221

170

65

533

行　政　コ　ス　ト　計　算　書

自　　平成２３年４月　１日
至　　平成２４年３月３１日

（単位：千円）

区　　　　　　　　　　　　　分

4,568,446

金　　　　額 市民１人あたり

19,478,382

構成比率

2,658,084
216,259

528,121

3,920,099
388,283
260,064

6,215,360
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Ⅲ－２－２　経常行政コスト

１　性質別行政コスト

　資産形成に結びつかない１年間の行政
サービスを提供するために要した経費を
性質別に見てみると、人件費など「人に
かかるコスト」が４５億６，８４５万円
で、経常行政コストの２３．５％を占め
ています。

　物件費、減価償却など「物にかかるコ
スト」は６２億１，５３６万円で経常行
政コストの３１．９％を占めており、内
訳は、物件費が２３億９，９８８万円、
維持補修費が５億２，８１２万円、
減価償却費が３２億８，７３６万円
となっています。

　社会保障給付、他会計への支出など「移転支出的コスト」は８０億７，３６０万円で
経常行政コストの４１．４％を占めており、主なものは、社会保障給付が３７億０，５
１０万円、他会計への支出額が２６億５，８０８万円です。

　支払利息など「その他のコスト」は６億２，０９８万円で経常行政コストの３．２％
を占めており、支払利息が５億３，２５４万円、回収不能見込計上額が８，８４３万円
となっています。

２　目的別行政コスト

　経常行政コストを目的別にみると、福祉が６５億５５３万円（構成比３３．４％）
と最も多く、次に産業振興が２６億５，９２８万円（構成比１３．７％）、教育が２１億
７，６２５万円（構成比１１．２％）、総務が２１億３，８１５万円（構成比１１．０％)
環境衛生が１９億８万円（構成比９．８％）の順になっています。

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

①人にか

かるコス

ト, 23.5% 

②物にか

かるコス

ト, 31.9% 

③移転

支出的な

コスト, 
41.4% 

④その他

のコスト, 

3.2% 
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Ⅲ－２－３　経常収益

１　性質別経常収益

　「使用料・手数料」は、４億２，２９９万円、「分担金・負担金・寄附金」が１億
６，４４１万円となっています。

２　目的別経常収益

「経常行政コスト」と「経常収益合計」との比率は、教育（幼稚園使用料、体育施設使
用料）では０．４％、福祉（保育料）では２．９％、生活インフラ（住宅使用料）では
２．２％となっており経常行政コストの多くが受益者負担以外の税金で賄われています。
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Ⅳ　純資産変動計算書

Ⅳ－１　　純資産変動計算書とは

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が１年間でどのよ
うに変動したのかを表している計算書です。
　　

Ⅳ－２　　純資産変動計算書の概要

Ⅳ－２－１　総括

　平成２３年度の純経常行政コスト１８８億９，０９８万円に対して、地方税や地方交付税
などの一般財源が１４９億１，８４４万円、補助金等が５０億５，７８１万円あり、投資損
失等の臨時的な要因によるコスト１，２６５万円を加えても、１０億７，２６３万円の財源
がコストを上回っています。

この結果、期首に４１７億４，５０３万円であった純資産残高が、期末では４２８億
１，７６５万円となりました。

　　　　地方交付税

至　　平成２４年３月３１日

11,547,303

（単位：千円）

自　　平成２３年４月　１日
純　資　産　変　動　計　算　書

　　　純経常行政コスト △ 18,890,981

14,918,444

　　　　地方税

969,504

5,057,811

0

　　　　その他行政コスト充当財源

0

　　　　公共資産除売却損益

　　　補助金等受入

　期首純資産残高 41,745,027

2,401,637

　　　一般財源

純 資 産 合 計

△ 12,647

0

0

　　　　投資損失

　　　その他

　　　無償受贈財産受入

　　　臨時損益

　　　　災害復旧事業費

　　　資産評価替えによる変動額

△ 12,647

　期末純資産残高 42,817,654

0
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Ⅳ－２－２　純資産の内訳

１　公共資産等整備国県補助金等

　　向陽小学校改築や道路・農地の整備などで９億４，９０８万円の国県補助金を
　受入れし、国県補助金の減価償却費が９億７，３０４万円でしたので、前年度と
　比べ２，３９６万円減少しました。
　　この結果、期末純資産残高は２３４億３，２９９万円となりました。

２　公共資産等整備一般財源等

　　前述の資産整備などの財源のうち、国・県補助金と建設事業債を除いたもので、
　３６７億４，８２５万円となっています。

３　その他一般財源等

　(1) 純経常行政コストと財源

  純経常行政コスト１８８億９，０９８万円に対して、地方税や地方交付税などの
一般財源が１４９億１，８４４万円、補助金が４１億８７３万円となっており、
投資損失を加味しても１０億７，２６３万円の財源超過となっています。
　また、純計上行政コストに含まれている減価償却費には、実質的に負担してい
ない補助金等を財源にした部分が９億７，３０４万円含まれているため、これを
考慮すると２０億４，５６７万円の財源が黒字であるといえます。

　(2) 臨時損益
　 
　投資及び出資先ごとに時価評価をし、時価額が取得価格に比して著しく下落して
いるものについて、その差額１，２６５万円を計上しています。

　(3) 科目振替

① 公共資産整備への財源投入、貸付金・出資金等への財源投入

　財源として拘束されていなかった一般財源が、公共資産や貸付金・出資金の財源
として使用される（資本的支出）ことにより、公共資産等整備一般財源等として
拘束されることを表しています。
　平成２３年度は、２６億１，６２５万円の一般財源を公共整備に、１３億４４５
万円の一般財源を貸付金・出資金等に充当しました。

② 貸付金・出資金等の回収、減価償却による財源増

　公共資産等の財源として拘束されていた財源が、公共資産の処分や貸付金・出資
金等の回収により使途の自由な一般財源として回収された（資本的収入）ことを表
しています。
　平成２３年度は、貸付金・出資金の回収等により２，９０６万円の一般財源を
回収し、減価償却により３２億８，７３６万円をその他一般財源に振り替えました。

③ 地方債償還に伴う財源振替

　公共資産等整備の財源として発行していた地方債を一般財源で２５億３，６２３
万円償還したことにより、その他一般財源から公共資産等整備一般財源へ振り替え
ました。

　　以上の結果、その他一般財源は３０億１，６９７万円減少し、△１７３億６，３５８

　万円となっています。
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Ⅴ　資金収支計算書

Ⅴ－１　　資金収支計算書とは

資金収支計算書は、歳計現金（＝資金）の出入りの情報を「経常的収支の部」「公共資産
整備収支の部」「投資・財務的収支の部」の３つの区分に分けて表した財務書類です。
　　

Ⅴ－２　　資金収支計算書の概要

Ⅴ－２－１　総括

経常的収支の部で生じた収支剰余（黒字）は５８億７，６０３万円で、公共資産整備収支
の部の収支不足額（赤字）１２億５，０１６万円と投資・財務的収支の部の収支不足額（赤字）
４５億５，０００万円を補てんしています。
　 経常的収支の部の黒字が公共資産整備収支の部と投資・財務的収支の部の収支不足額の
合計を上回っているため、期首に３億７，８０４万円あった現金が、期末では７，５８７
万円増額の４億５，３９１万円となっています。

①－（②＋③）

４５億５，０００万円

７，５８７万円

期首歳計現金残高
３億７，８０４万円

期末歳計現金残高
４億５，３９１万円

収支剰余①
５８億７，６０３万円

収　　　入
４億７，２０９万円 支　　　出

５０億２，２０９万円収支不足③

２１３億５，１１８万円

公共資産整備収支の部

収　　　入

２７億６，２２４万円

収支不足②

支　　　出

４０億１，２４０万円支　　　出

１５４億７，５１５万円

経常的収支の部

１２億５，０１６万円

投資・財務的収支の部

収　　　入
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Ⅴ－２－２　経常的収支の部

１　経常的支出

　　人件費や物件費、社会保障給付費、補助金、支払利息、他会計への繰出金など日常的
　な行政サービスを行うにあたって必要な費用で１５４億７，５１５万円となっています。
　　支出額の大きい順に、人件費４８億１８万円、社会保障給付費３７億５１０万円、
　物件費２３億９，９８８万円などとなっています。

２　経常的収入

　　地方税や地方交付税など日常の行政サービスを行うための支出を賄う収入で２０９億
　５０万円となっています。
　　収入額の大きい順に、地方交付税１１５億４，７３０万円、国県補助金等４１億
　８００万円、地方税２３億６，８３２万円などとなっています。

　　この結果、経常的収支の差額５８億７，６０３万円が公共資産整備や地方債償還などに
　充当されることになります。

Ⅴ－２－３　公共資産整備収支の部

１　支出

　　つがる市で社会資本を整備した公共資産整備支出が３３億５，５０５万円、他団体に補
　助金を支出して公共資産を整備した公共資産整備補助金等支出が２億７，７９６万円、他
　会計への繰出金や補助金等のうち建設費に充てられたものが３億７，９３９万円で、合計
　４０億１，２４１万円となっています。

２　収入

　　公共資産整備支出の財源となった国県補助金等が９億４，８７６万円、地方債発行額
　が１６億９，３５０万円、基金取崩額及びその他の収入が１億１，９９９万円で、合計
　２７億６，２２４万円となっています。

　　この結果、公共資産整備収支の額は、１２億５，０１６万円の赤字となっていますが、
　この不足額は、経常的収支の黒字により賄われたことになります。

Ⅴ－２－４　投資・財務的収支の部

１　支出

　　貸付金が２，９００万円、基金積立金が９億５，４８６万円、他会計等への公債費充当
　財源繰出支出が６億２，８６５万円、地方債償還額が３３億６，５８１万円などとなって
　おり、合計では５０億２，２０９万円となっています。

２　収入

　　貸付金回収額が２，９０７万円、地方債発行額が４億３，３６０万円、公共資産等
　売却収入が９４２万円で、合計では４億７，２０９万円となっています。
　　この結果、投資・財務的収支の額は４５億５，０００万円の赤字となっていますが、
　この不足額は、経常的収支の黒字により賄われたことになります。

17 



Ⅴ－２－５　注記

１　一時借入金に関する情報

　　　一時借入金の最高額は５０億円となっています。
　　　また、平成２３年度の一時借入金に係る利子は１２９万円となっています。

２　基礎的財政収支に関する情報

　　　基礎的財政収支とは、地方債などの借金を除いた歳入と、過去の借金の元利払いなど
　　を除いた歳出の差のことで、歳出の方が多ければ将来の借金負担が増加していることに
　　なり、歳出の方が少なければ借金が減少していることを示します。
　　　平成２３年度は地方債発行額が３６億１，７２０万円に対し、地方債の償還額が
　　３８億９，７０７万円と２億７，９８７万円償還額が上回っており、財政調整基金
　　への積立等により基礎的財政収支は６億６，６５５万円のプラスとなっています。

310,815

基礎的財政収支

　収入総額

　地方債発行額

　財政調整基金等取崩額

（単位：千円）

　支出総額

　地方債元利償還額

　財政調整基金等積立額

666,554

24,481,501

△ 3,617,200

0

△ 24,405,631

3,897,069
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